
（単位：円）

Ⅰ    業務費用 12,112,819,761

損益計算書上の費用　　                

工業所有権関係公報等閲覧業務費 604,715,550

審査審判関係図書等整備業務費 271,305,755

工業所有権情報流通等業務費 2,807,555,024

工業所有権情報普及業務費 6,324,207,730

工業所有権相談等業務費 149,742,745

情報システム関連業務費 1,166,138,421

人材育成業務費 556,176,413

一般管理費 321,664,543

臨時損失 142,385 12,201,648,566

（控除）

複写手数料収入 △ 16,023,810

研修受講料収入 △ 71,729,000

雑収入 △ 1,075,995 △ 88,828,805

 　  

Ⅱ   損益外減価償却相当額 　　　　　　　　―

Ⅲ   損益外減損損失相当額 　　　　　　　　―

                                              　

Ⅳ  引当外賞与見積額 △ 3,372,324

Ⅴ  引当外退職給付増加見積額 △ 57,649,512

                                              　

Ⅵ  機会費用

国有財産無償使用の機会費用 158,195,502

政府出資等の機会費用 13,012 158,208,514

 　

Ⅶ   行政サービス実施コスト 12,210,006,439

注記）

１．国有財産の無償使用の機会費用の計算方法

２．政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

国有財産使用料相当額を機会費用として計上しております。

国債利回り等を参考に１．２７５％で計算しております。

行政サービス実施コスト計算書

（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）


